
埼玉県和光市の視察報告
健康づくり基本条例
地域包括ケアシステム

２０１６年２月９日

古賀市議 奴間健司

介護認定率９％！？

２０２５年の介護保険料
推計６３００円！？



豊後高田市 松本市 和光市

介護保険料値下げ
高齢者マップ
介護予防の拡充
月２回のケア会議

健康寿命延伸の取り組み
市長の理念、構想
地区担当保健師活動
地域づくりセンター
人材育成

高齢者ニーズ調査
地域包括ケアシステム
健康づくり基本条例
部長のリーダーシップ

２０１５年７月１５日 ２０１５年１０月２０日～２２日 ２０１６年１月２０日

健康寿命延伸都市古賀を目指して
２０２５年、２０３５年に向けて

今こそ、まちづくりの舵を大きく切る時

３市の視察を
古賀市に

活かすために



埼玉県和光市
大雪の降った駅前広場
２０１６年１月２０日

埼玉県和光市
面積 １１．０４ｋ㎡
人口 ８０，６１５人
世帯数 ３８，９６９世帯
高齢化率 １６．４％
職員数 ３９９人
議員数 １８人
小学校 ８校
中学校 ３校
高校 ２校
一般会計 約２２０億円
（かつては不交付団体）



埼玉県和光市役所

福祉政策課のカウンター
社会保障政策担当

総合相談支援調整担当
のプレートに注目しました

埼玉県和光市役所のトイレ
杖をかけるフックに
感心しました



保健福祉部
健康支援課
健康づくり担当
統括主査
梶原絵里さん

保健福祉部
健康支援課
課長
大野孝治さん 保健福祉部

部長
東内京一さん

埼玉県和光市役所での視察研修
２０１６年１月２０日、１０時～１２時

東内部長・・・

国保時代に
スイッチ

市長の公約との
関 係

保健福祉部に
任された分野

実績を残した

クイック
カンファレンス

全国の
ネットワーク



こども福祉課

 保育、児童に関すること

 こどもの医療に関すること

社会福祉課

 保護に関すること

 障害者の福祉に関すること

福祉政策課

 重要な福祉政策の企画及び調整に関すること

 個別の相談事業に係る各種制度の総合調整に関すること

長寿あんしん課

 高齢者に関すること

 介護保険に関すること

 後期高齢者医療制度に関すること

戸籍住民課

 戸籍、市区町村在留関連事務、市区町村特別永住許可事務に関すること

 住民基本台帳事務、印鑑登録事務に関すること

 住居表示に関すること

 旅券に関すること

健康支援課

 国民健康保険、国民年金に関すること

 健康医療に関すること

保健師 １人 管理栄養士 １人

保健師 １人

保健師 ２人
部長直轄の部署

保健師 １人

保健師 ３人

保健センター
保健師 ６人

管理栄養士 １人

和光市の保健福祉部の特徴

①福祉政策課が総合調整機
能を発揮している

②市役所の中に保健福祉部
がある

③こども医療、後期高齢者
医療、国保が各課に分かれ
ている

④部長の保健師の評価は
「政策保健師」という認識

⑤クイックカンファレンス

方向性について部長に伺う

古賀市との比較検討メモ



政策課

 政策の企画立案に関すること

 行政改革に関すること

 行政組織に関すること

 法規に関すること

 市民参加の推進に関すること

 国内交流に関すること

人権文化課

 人権・男女共同参画に関すること

 文化・国際交流に関すること

秘書広報課

 秘書に関すること

 広報に関すること

 広聴に関すること

職員課

 職員人事に関すること

 職員の厚生研修に関すること

情報推進課

 情報化の推進に関すること

 統計調査に関すること

 文書に関すること

財政課

 財政に関すること

 契約に関すること

 検査に関すること

総務課

 庶務管財に関すること

 公共施設の整備計画に関すること

 営繕工事の総合調整・監督に関すること

危機管理室

 市民の生命、身体及び財産の保護に係る危機管理の総合
調整や防犯に関すること

防災に関すること

古賀市との比較検討メモ



古賀市との比較検討メモ

和光市 古賀市

キーワードの数や中身を
比較するといろいろ
見えてきませんか？



2014年度
和光市は
９．４％
古賀市は
１４．５％

和光市は
国に先駆けて
２０１３年から
介護予防を実施

和光市は市
内を３つの
エリアに分
け、さらにエ
リア内の各
地区ごとに
要介護認定
者数を把握
している



和光市では
要介護２以上では低下傾向

要支援は横ばい
要介護１は増加傾向

古賀市との比較検討メモ



①個別記名式で一人ひとりを把握
②未回収には全戸訪問
③ありきたりの調査では予防の
方法はわからない
④未回収者には全戸訪問

地域支援
事業の

二次予防
事業の
対象基準

古賀市との比較検討
メモ

これが大きな
特 徴

管理栄養士、歯科衛生士
の訪問につながる



①アンケート調査で
認知機能リスク者の
状況を具体的に把握

②独居、低所得、賃
貸住宅入居をしぼり
込める

③高額家賃では役に
立てない



脳梗塞の初期
段階の自覚症
状を把握

健康教室や介
護予防教室で
告知、普及啓発

脳卒中を原因と
して要介護状態
になるケースを
減少させる

ニーズ調査で予防方法が
わかる

ありきたりの調査ではダメ



「高齢者マップ」
①二次予防事業対象者
を３中学校区単位にまと
めている

②認知機能低下予防や
うつ予防などの該当者
が多い地域を割り出し
ている
★この方式は大分県

豊後高田市でも行われ
ている

古賀市との比較検討メモ



保険年金課長
飯沼憲一さん

保険年金課
介護保険係長
安藤雅俊さん

２０１５年７月１５日
議員５人で豊後高田市を視察

西日本新聞社説が豊後高田市の
介護保険料１４０円値下げを取り
上げました（２０１５年４月１９日）



大分県豊後高田市の介護予防 第６期で介護保険料１４０円値下げ
（２０１５年７月に視察）

第４期計画
（２００９年～２０１１年）

赤字運営

第５期計画
（２０１２年～２０１４年）
保険料１０００円増額

県⇒市長⇒担当課 和光市の視察研究

２０１２年度～
①市内在宅高齢者全員７４００人実態調査
（要介護４，５除く） 「高齢者マップ」
２０００人 介護予防が必要な虚弱高齢者把握

②「地域ケア会議」を月２回、１回５人分開催（ケアプラ
ンの検証。当初は面白くないという反応もあり。要支援
の悪化傾向を食い止める為の努力。市が進行。県が
交通整理。）
③認定調査の直営

２０１３年度～
①介護予防・日常生活支援総合事業を導入

（要支援、二次予防対象者が利用できる通所型予防
サービス開始）
②「元気アップ教室」に作業療法士を招致
③「健脚教室」を２事業所から３事業所に増加

④対象となる虚弱高齢者を地域包括支援センター職
員が訪問し、各教室に誘導成功

２０１４年度～
①「健口教室」を「複合型予防教室」に増加
大分県栄養士会と県歯科衛生士会の協力を得る
②「物忘れ相談支援チーム」県下初の取り組み開始
（認知症初期段階に専門職が訪問）

２０１５年度～
①「元気アップ教室」を２ヶ所に増加②サロン活動を７１ヶ所展開

２０１０年度決算 ２０１４年度決算

介護予防事業費 ５，４００万円 ８，０００万円

介護サービス給付費 ２６億６，６００万円 ２５億８，３００万円

介護認定率 ２０．５％ １６．９％



豊後高田市 高齢者実態調査結果に基づく「高齢者マップ」

古賀市との比較検討メモ

自治会単位



和光市の新しい総合事業

管理栄養士
歯科衛生士
訪問活動

古賀市との比較検討メモ



和光市



古賀市

和光市との比較検討メモ



古賀市は
１１段階

和光市は
１３段階

古賀市と和光市の比較検討メモ



和光市
４３００円

和光市
６３００円

２０１６年
保険料

２０２５年
保険料推計

古賀市 ４，９００ ９，１００

和光市 ４，２２８ ６，３００



第２期から
地域ケア会議を
定期的に開催



中学校区に
在宅療養
支援診療所

埼玉病院と
医療・介護
連携協定
ICT活用

認知症高齢者
全てに対応

古賀市との比較検討
メモ

福岡東

医療センター
の試み



健康づくり
特定健診と保健指導
医療との関係

制度上踏み込めないこと
を可能とするための
上位法がない基本条例

実効機能を挙げられる
基本条例

（理念条例ではない）

古賀市との比較検討メモ



ヘルスアップ
公衆衛生の機能

ヘルスサポート

医者にかかっている
人でも

医師と市と事業者が
連携して関われる

和光市では医師会と
医療・介護連携室を

作った

２０１８年度
国保の県一本化
３年単位の
国保事業計画
条例を国保に
活かす

介護の経験を
医療費に活かす



和光市健康づくり基本条例
第１４条 ヘルスサポーターの育成
養成講座カリキュラム・研修５日間
ボランティアポイント制（年間１万）

２０１４年度までに９０人

古賀市健康づくり推進員
健康づくり推進員設置要綱に基づき市長が委嘱

養成講座日程・研修６日間
４０人・時給８００円

古賀市との比較検討メモ



①町会長が２名程度推薦し、
非常勤職員特別職として市
長の委嘱。任期は２年。（根
拠は設置要綱）３５地区で
推進員会。その会長が理事
となり市の連合会を組織。
松本市部（３市５村）、県保
健補導員連絡協議会（１０
支部）。

②推進員に対する報酬は
年間９８００円、理事は３６５
００円。

③地域づくりセンターで定
例会が行われる

①「食生活改善推進員養成
教室」修了者のボランティア。

愛称はヘルスメイト、食改さ
ん。健康づくり推進員経験
者に勧めている。

③各地区で推進員会。各地
区に２万円委託費、３５地区
で７０万円。１教室１万円単
位。市の推進協議会を組織。
松本平ら支部（３市４村）、
県推進協議会（１１支部）、
全国組織として日本食生活
協会。

④地域づくりセンターで定
例会が行われる

古賀市：４０人、費用弁償８００円/時間

古賀市：４４人、
年間１５万円

補助
28

「松本市 健康づくり
の取り組み」

説明資料（抜粋）



市民一人ひとりの健康が
市民全体の健康を作る

医療、介護、子ども・子育て
地域包括ケアシステム



日常生活圏域ニーズ調査

国保データベース

古賀市との比較検討メモ



ヘルスアップ
課 題

ヘルスサポート
課 題

古賀市との比較検討
メモ

市の制度の
課 題



市の制度の
課 題

地域の課題

古賀市との比較検討メモ







人口２万～３万人
準中学校区



和光市の国保医療費
２００５年 ３８億円
２０１３年 ５１億円



和光市
健診受診者一人当たり医療費 ４，８５２円
未受診者 一人当たり医療費 ８，３４１円



特定健診受診率
２０１２年 ３７．９％
２０１３年 ４１．５％



和光市の議会棟の１階に
レストラン

和光市 保健センター
保健師の浅井里美さん
（以前は福祉政策課で
東谷部長のもとで勤務）

ネウボラの取組みについて
説明していただきました



ネオボラ
フィンランド語で
「アドバイスの場」

保険、医療、福祉が
一体的に提供される

地域包括ケアシステム
の一環

妊娠から産後まで
早期からサポート
信頼関係ができる
ハイリスクをつかめる

国のモデル

全国２９件の
一つ

２分の１補助



５ヶ所の
子育て世代包括支援センター
（保育園と併設もあり）

子育て支援ケアマネージャー
母子保健ケアマネージャー

配置

●重症の精神疾患の場合
⇒一時保育の利用

●母子手帳 必ず面接
⇒シングルマザーの
場合の支援

●高齢出産
⇒介護の体制で
出産時期逃さない

まさに包括支援である
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健康づくり部署 古賀市 松本市

正規保健師 ４人 ４２人

役付き ０ ９人

育休中 ３人 １０人

嘱託・臨時 ０ １３人

合計（実働） ４人 ５５人

保健師
一人当たり人口

１４，５７６人 ４，３９４人

古賀市は任期付き常勤保健師の補充予定。応募は２名のみ・・・。
正規保健師の追加募集が必要！



43

松本市の視察
中間まとめ（１）

～

南部保健
センター

中央保健
センター

北部保健
センター

西部保健
センター

保健センター

４

地域づくり
センター

３５

町会

４９３

隣組

１０，７２４

地域づくりセンター

福祉
ひろば

公民館

支所
出張所

緩やかな地域づくり協議会

町内公民館

健康づくり推進員

ボランティア

商工団体

地区社協

学校

農協

民生児童委員
町会

その他地区団体

地域
づくり課

市民活
動団体
大学
企業

本庁の
課題解決
支援チーム

地域づくり部
センター長

地区担当
保健師

健康づくり課
センター長

正規保健師 ８
役付き １
育休中 ２
嘱託 ２

健康福祉部健康づくり課と
地域づくり部が３５地区で共同
地区担当保健師が浸透している



ぬ
ま
健
司
が
考
え
る

古
賀
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
イ
メ
ー
ジ

こ
れ
か
ら
の
「切
り
札
」で
す



ぬ
ま
健
司
が
提
言
す
る

２
０
２
５
年
ま
で
に
構
築
す
る

古
賀
市
の
「健
康
と
地
域
」ビ
ジ
ョ
ン

小
学
校
を
活
動
拠
点
に



１月２０日
羽田空港での
夕陽と富士山

大雪騒動の中で
福岡を出発

帰るときは
信じられない天気

私たちの
前途に

希望あり！


